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はじめに
　まず、私の方からお話しする内容は、「国税不服審判所の概要」です。ここで、特色的なことを含
め、詳しく説明しようと思っております。その後、「国税不服申立制度の概要」についてお話ししま
す。そして、訴訟までの流れについて簡単に説明した上で、「審査請求の一般的な審理の流れ」につ
いてお話しします。これは、中井審判官の話と重複する点が多いと思いますので、私の方からは流
れを簡単に説明しますので、それを頭に入れていただいて、中井審判官のお話を聞いていただけれ
ばと思います。30分の持ち時間ですから、最後の「不服申立ての状況」については、統計的な計数
を持って来てはいますが、時間があればご紹介をしたいと思います。
１　国税不服審判所の概要
⑴　組織の概要
まず、「国税不服審判所の概要」について説明します。
皆さん、国税不服審判所という名前をご存知だという方いらっしゃいますか？（反応がない
ことに対して）少しショックですが、国税不服審判所というところは、ここにありますように
国税に関する法律に基づく処分、例えば、課税処分であれば、日本の場合は税の確定手続に通
常申告納税制度が採られていますので、納税者が申告して、その後税務署の職員が調査に行き
ます。そして、調査の結果に基づいて、更正処分、すなわち税額が誤っている納税者に対して
処分を行う。そういう処分であるとか、税金を滞納している滞納者に対して、財産の差押えを
行うという差押処分を税務署長が行います。その処分に対して、納税者が、その処分は間違っ
ている、不服があるという場合には審査請求、すなわち不服申立てをしていただくことになり
ます。
そして、その不服申立てに対する判断、裁決を行う機関が国税不服審判所となります。「国 
税不服」という言葉があるものですから、昔、私が、国税不服審判所の係長をしている頃に「国
税の職員の態度が悪い」とか、「こんな書類を送りつけてきた」といったように、陳情的あるい
は苦情的な電話がたくさん審判所に掛かってきたものですが、そういうことの判断を行うこと
は一切ありません。そういう仕事は、税務署で行うことになっており、私どもの仕事というの
は、あくまでも「国税に関する処分に対する裁決」を行うことで、それを行う機関が「国税不
服審判所」ということになります。
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国税不服審判所というところは行政部内での組織であり、裁判所等の司法機関ではありませ
ん。あくまでも、国税庁という税務行政部内の機関の一つとして、離れた位置から、公正な第
三者的機関として、適正かつ迅速な事件処理を行うことによって、納税者の正当な権利利益の
救済を図るとともに、税務行政の適正な運営を確保するというのが使命となっております。
国税庁の組織ですから、国税庁の使命である「納税者の自発的な納税義務の履行を適正かつ
円滑に実現する」ということも、私どもの使命になっています。
ですから、不服申立てに対する判断を行う組織ではありますが、納税者、ひいては国民全体
に対して、その判断が公正なものであるかどうかということも意識しながら、業務を行ってい
ます。
⑵　沿革
次に、国税不服審判所の沿革について話をします。
国税不服審判所は、昭和45年に創設され、現在47年が経過しております。
その前身となりますのが、昭和25年にできた「協議団」という組織です。
協議団は、昭和24年のシャウプ勧告に基づいて、課税処分の異議処理機関として創設されま
した。協議団も現在の審判所と同じように、執行機関とは別の第三者的、客観的な立場で公平
な審理を行って判断をしましょう。ということでできた機関です。
協議団は、昭和25年から昭和45年まで約20年間、納税者の正当な権利利益の救済を通じて、
申告納税制度の定着とその発展に大きく貢献してきたと評価されているところです。
しかし、協議団というもの自体が、国税局長、全国に12の国税局があるのですが、その国税
局長の下に一部局として置かれていたことから、裁決権者が実際の処分を行った執行機関と同
じ国税局長であるということで、協議団の裁決自体が、納税者の納得のいくものになっている
のかどうかについて疑義があるといった点が指摘されました。そして、もう一点、国税庁の指
揮下にあるということで、国税庁長官の発する通達。公務員ですから公務員というのは、通達
に基づいて上意下達ですけれども、その通達に基づいて業務を行いますので、それに拘束され
る、そういう面で公正な判断ができないのではないかということについても指摘を受けまし 
て、新たな異議、審理の機構を作ろうということになり、昭和43年の税制調査会で「審判所を
作りましょう」という話が出て、昭和45年に国税庁の附属の機関という形で「国税不服審判所」
が創設されたわけです。
当時の国税庁の附属の機関という形は、昭和59年、国税庁の特別の機関となりました。これ
は、当時の「大蔵省設置法」、現在の「財務省設置法」の中でそういうふうな形で位置付けをさ
れたところによります。ですから、国税庁の一機関ではあるのですが、執行部門である国税局、
税務署などといったところとは一歩離れたところでの機関。国税局や税務署が執行部門という
ことであれば、審判所は裁決部門ということで、そこのところが完全に分かれた形で運営がな
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される。そういう特別な機関として位置付けられているところです。
特別な機関といえば、皆さんが一番馴染みのあるのは検察庁だと思いますが、検察庁も法務
省の特別の機関です。
国税不服審判所には本部がありますので、一つの組織です。ですから、法律上は国税不服審
判所長といえば、霞ヶ関にある国税不服審判所本部の国税不服審判所長が「国税不服審判所長」
となります。私は、先程、一応、審判所長という肩書きを名乗りましたが、法律上、私は「首
席国税審判官」であり、本来の審判所長というのは１名のみです。
そして、裁決書は、必ず本部の審判所長の名前で出ることになっております。ただ、本部だ
けで仕事はできませんので、各国税局のあるところに12の審判所の支部が置かれ、また地域的
に支部から遠いところに全国で７つの支所が置かれています。例えば、岡山にも支所がありま
す。そして、その支部、支所の中で業務を行うという形になっているところです。
⑶　特色
それでは、国税不服審判所の特色についてお話をします。
特色として、４点挙げております。
まず１点目が「争点主義的運営」ということです。
国税不服審判所の審理が裁判所と異なる一番の点は、自らが職権によって調査をすることが
できるという点です。裁判所の場合は「弁論主義」ですから、当事者双方が自分の主張するこ
とについて主張等を行って、裁判所は、その内容を見て判断するということになりますが、行
政不服審査である国税不服審判所は「職権探知主義」、職権で自ら探して知るような調査を行う
ことができるという機関になっています。ですから法律的にいえば、国税不服審判所は、独自
に自分で争点をたてて、両当事者が主張していないことであっても職権で調査ができる、とい
うふうに解されております。
ただ、あくまでも不服申立てを審理する機関ですから、例えば、納税者から、「100万円の売
上げの計上漏れがあったとして更正処分がありましたが、その100万円は次の年の売上げでこの
年の売上げではありませんので、この処分は間違っています。」という内容の審査請求がされた
ときに、国税不服審判所の方で「確かにその売上げは翌年に計上するもので今年計上するもの
ではないから、その面での更正処分は間違っています。しかし、あなたがこの年に支払って経
費に落としている中に100万円の間違っている部分があるのではないですか。」と、そこまで調
査をしていたとしたらどうでしょう。もし、そうだとしたら、「全体的な所得と税額は変わらな
いので、更正処分は適正です。」と、こういうことをしていたら誰も不服申立てをしなくなります。
ということで、先程の話に戻るのですが、国税不服審判所では、争点、あくまでもその処分
の中で納税者の方が不服を申し立てた、その点の法律的な争い事を中心に調査を行う。ですか
ら、調査は争点から入り、原則、争点外のことは行わない。争点について心証が得難いことに
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ついて職権で調査をするといった、そういう運営を行うこととしております。
法律論的にいえば、あくまでもある課税年度の処分が行われたら、この年度の税額の適否と
いうのが問題となって、そこは総額的に先程申し上げたような事例の場合でも売上げの計上漏
れが間違っていて、正しかったけれども経費の方が間違っている。ということで税額は変わら
ないということであれば、総額主義的に考えれば、その年の税額は正しい処分が行われている
ということになります。裁判所では、そういう争い方もあり得るのかもしれません。
ただ、現在は処分の手続き中で、必ず処分の理由を書きなさい、という手続がありますから、
理由不備でやはりそれは駄目ということにはなるかもしれませんが、考え方としては、総額主
義的な考え方に法律論的にはなるということです。ただ、運営は争点主義的に行っているとい
うことです。
あと、公正な審理を行うために、二つの点を担保しております。
一つは手続面。もう一つは人事面です。
まず、手続面では、一番代表的に挙げられるのが審判所の審理というのは、独立した立場の
３名の審判官で行うということです。１名の担当審判官と２名の参加審判官。審判官には副審
判官という職名の人も含みます。裁決は、その３名で構成する合議体の議決に基づいて行うと
いうことになっております。３名の審判官が合議をして、それに基づいて議決を行うというよ
うな手続きが組まれています。
次に、人事面ですが、先程申しました国税不服審判所長、本部の所長は裁判官からおいでに
なっています。あと、東京支部、大阪支部の首席国税審判官は、大阪は裁判官、東京は慣例と
して検察官の方が併任という形で任用されており、大きなところの判断を行うところの長は全
て司法機関の方が来られています。
それともう一つ、国税審判官には、10年前から、弁護士、公認会計士及び税理士などの職に
あった民間の専門の方を登用しております。その方達が合議体の中に入って、合議を行う。つ
まり、合議体を構成する国税審判官約100名の約半数程度が民間の専門家である任期付審判官 
ということになっております。現在では、任期付審判官の方を50名採用しております。採用人
数を見ていただいたら分かるかと思うのですが、最近は、毎年約15名程度を採用するような形
になっています。昨年の応募は86名ということで、それなりの競争率にはなっているのです 
が、どこの職場、企業でも同じですが、なるべく優秀で法律的な知識のある方を採用したいと
思っております。皆さんも、税金に興味があるということであれば、将来的に特定任期付職員
を目指していただければ、税務行政に関するキャリアがそこで培われるということになります。
今年の採用者は、原則来年の７月からの採用ということになり、任期は２年から３年となり
ます。先程申し上げましたように、これまでの採用は大体15名程度で、弁護士、税理士、公認
会計士の職にあったそういう経歴をお持ちの方で国税に関する学識経験を有する方が応募の条
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件ということになっております。ここで、国税に関する学識経験ということが応募条件となっ
ております。国税の審判官ですから、当然、条件としてはこういう形で書かれることになるの
ですが、私どもとすれば、司法の方というのは、争訟に関する知識が大変豊富で、税法に関す
る知識等が十分でなくても、税金に関することについては、周りの職員で詳しい人達がおりま
すので、争訟の経験を積んでいただいていれば、十分応募条件には達することになると思いま
すので、将来的なところで考えていただければというふうに思うところです。
３点目が、裁決は行政部内の最終的な判断であるということです。ですから、審判所が、処
分に対して、その処分が間違っています。あるいは、一部間違っています、ということで処分
の取消しをしますと、税務署長等の原処分庁は、その裁決に従わなくてはいけません。つまり、
訴訟にいくことはできないということです。あくまでも、最終的な判断は私どもが行うという
ことになります。逆に、審判所が納税者の審査請求を棄却（＝処分は正しい）という判断をし
た場合については、その後、裁判所で争うことができます。あと、裁決はあくまでも不服申立
てに対して、それが正しいか、その課税処分の税額が正しいかどうか、あるいは、差押処分が
正しいかどうかの判断を行いますから、それ以上に不利益な、つまり100万円の処分に対して、
本当は110万円間違えているといったような場合でも、処分以上の不利益な裁決をするという 
ことはありません。あくまでも、不利益になる変更は禁止されています。
最後に、国税庁は、法令解釈通達、すなわち法令を具体的に適用する場合に業種業態のあっ
たところで、こういう場合はこういう取扱いをしましょうというような通達を出しておりま 
す。その通達に対して、審判所は拘束されません。審判所が拘束されるのは、あくまでも法令
自体です。ですから、審判所においては、通達の取扱いと異なる判断を行うことができるとい
うことになります。しかし、私どもも行政機関の一員である以上、いつまでも、原処分庁は通
達に基づいて、審判所は法令に拘束された独自の判断を続けていくわけにはいきません。それ
では、行政の統一性が図られません。
審判所の方で、処分が誤っており、通達自体も誤っているというような判断をする場合、あ
るいは、先例的な今まで通達にもないような判断をする場合については、国税庁長官に意見を
具申することにしております。意見を具申して、長官が、審判所の意見は正しいということで
あればそのまま裁決が出ますが、長官が、これは通達の考え方の方が正しいということがあれ
ば、民間の方達で構成される「国税審議会」というところに諮って、その審議会の諮問の答申
に基づいて判断を行う、という手続きが定められています。
２　国税不服申立制度の概要
国税不服申立制度についてお話しします。
通常の「行政不服審査制度」というのは、その行政処分を受けた人は裁判に行くか、行政庁に
対して不服申立てをするかは選択制です。ですから、いきなり裁判に行ってもいいということに
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なりますし、それが行政不服審査の一般的な考え方です。
しかし、国税に関する処分については、必ず審判所へ審査請求をした後でなければ、裁判所へ
出訴することはできない、という制度になっております。これを、不服申立前置制度といいます
が、訴訟をする前に必ず行政の審査を受けるという形になっております。国税の処分というの 
は、法人や個人に対して、年間何十万件と行われており、その処分に関するものを専門的知識の
ある審判所で一度見直しを行った上で訴訟へ行くという形がとられています。
これについては、平成26年に改正が行われ、平成28年４月１日以降はこの形なのですが、以前
はさらにもう一段階あって二段式でした。つまり、まず、税務署長に対して「異議申立て」をし
て、その後でないと原則、「審査請求」ができないということになっていたのですが、改正によっ
て、納税者の利便性の向上を図るという観点から、納税者自体がその処分に対して、「再調査の請
求」（改正前は「異議申立て」）をするか、審査請求をするかを選択できるということになってい
ます。処分が行われて、その処分に不服があれば、それを知った日から３か月以内にどちらかを
選択して行います。
審判所が裁決を行ったら、裁決があったことを知った日の翌日から６か月以内に出訴すること
ができます。
また、審判所では、期間にして１年以内で裁決を行うという目標を立てて取り組んでいます。
それが待てないという人は、３か月を経過すれば訴訟を提起することができるという形になって
います。
先程申し上げたように、私たちは通達には拘束されませんが、法令には拘束されます。法律に
基づいたところで判断を行う行政機関ですから当然なのですが、そうすると憲法違反、この法律
は憲法に違反しています。だから、この税法の条文自体がおかしいということを争うとき、審査
請求は一旦していただく形にはなるかもしれませんが、私どもは法令にそう書いてあれば、その
とおりの判断しかできませんから、それが待てないということであれば、３か月経ったら訴訟を
提起していただくという手続きも可能だということです。
３　審査請求の一般的な審理の流れ
ここからは、審査請求の手続きについて、その流れを簡単に説明します。
まず、審査請求人（納税者）の方から審査請求という形での不服申立てが審判所に出てきます。
それを審判所が収受し、「形式審査」という審査を行います。
これは、法令的に正しい審査請求が出てきているかどうかということの内容を審査するという
ものです。先程申し上げましたように、処分があってから３か月以内に請求をするということに
なっておりますから、３か月を超えていないか、審査請求の対象となった処分の内容が正しいか
といったことを審査します。
こんなことは滅多にないのですが、行政庁がするいろいろな通知やお知らせは、それが全て処
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分になるわけではありません。あくまで納税者にとって不利益な処分が行われた場合にそれが審
査請求の対象になりますから、処分がないのに、「こんなお知らせが来た」という不服申立てをし
ても、それが単なるお知らせ文書だったら「処分」ではないので、そういうものは受け付けられ
ません。
形式審査の結果、審査請求が適正なものであった場合、原処分庁である税務署長に「答弁書」 
の提出を求めます。こんな審査請求が出てきていますけど、処分の内容が正しいかどうか、不服
申立てのその請求理由についてお答えをください、という要求をします。それと同時に、審判官、
担当審判官の指定、先程申し上げました３名の審判官で合議体を作りますので、担当審判官と２
名の参加審判官を審査請求人と原処分庁の双方に通知いたします。
原処分庁に答弁書提出の要求をして、それが審判所に提出されると、今度は、それを審査請求
人に送ります。審査請求人は、その答弁書の内容を見て反論がある場合には、「反論書」の提出を
します。また、答弁書の内容を見て、事実関係のここが間違っているということについては、そ
の主張を立証するための「証拠書類」の提出をします。当然のことながら、原処分庁の答弁書に
も、その処分をしたことに対する証拠書類が付いて出てきております。
審査請求人から反論書が提出されたら、その反論書を原処分庁に送って、何か意見がある場合
には原処分庁から意見をもらって、またそれを審査請求人に送付する。こういうことを繰り返し、
双方から意見をもらって、「争点の整理」という手続きを行います。
争点の整理を行っていく上で、審査請求人は自分の意見を書面で提出するというのが一般的な
のですが、口頭で述べることもできます。その口頭で述べるときに、原処分庁の行った、例えば
税法の解釈で、どういう考え方しているのかわからない。あるいは、どういう証拠に基づいて事
実認定しているのかよくわからない。といったことを原処分庁に対して質問することができるよ
うになっています。そして、審査請求人は、原処分庁への質問に対する回答を踏まえて、審判所
に対して意見陳述を行うといった手続きを経て、争点を整理していくという手続きになっています。
次に、争点の整理はできましたが、出てきている証拠だけでは判断が難しい、といったときに
は、担当審判官は、自らその職権で、あるいは、審査請求人からこんなところを調査してくれと
いう形の申入れや、原処分庁からの調査の申入れができるようになっていますので、そういう申
入れによって、審査請求人、原処分庁、参考人、その他取引等に関連するところに対して質問調
査や、あるいは書類の確認の調査等という職権調査を行うことができます。職権調査によって事
実の認定を明らかにしていくという手続きが定められているわけです。
裁判所では、お互いから出てきた証拠というのは、相手方の方にも送付して双方が証拠平等の
原則の中でどう使おうと、主張にどう使ってもいいという形がとられているのですが、審判所で
は、全て証拠は審判所の中にあって相手方に直接お見せしたり送付したりということはありませ
ん。その代わりに、双方は必要なときにその証拠の閲覧や写しの請求をすることができるという
「臨床法務研究」第21号
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制度がとられております。
そういったことをして、審判官が一応の心証が得られ、結論が求められる状況になりましたら、
審理を終結するということになります。審理が終結されますと、先程申し上げたような証拠書類
の閲覧請求、あるいは反論書の提出、証拠書類を提出するとか、そういうことは一切できなくな
ります。そのための手続が終結手続で、裁判での弁論の終結とは少し性格的には違うのかもしれ
ませんが、審査請求人等に不意打ちにならないように、ここで終結をしますということをお知ら
せする手続きができております。
そして、３名の合議体で「議決」を行い、その議決に基づいて「裁決」を行う。一般的にはこ
ういう流れで審理を行うことになっております。
４　不服申立ての状況等
現在、税務署等が行う「再調査の請求」は３か月で処理することを目標にしています。概ね目
標は達成できていて、税務署長等は再調査の請求に対して、約95％は３か月以内に「再調査決定」
の処理を行っております。
一方、審査請求は１年以内に処理することを一つの目標にしております。何故これだけ期間が
違うのかというと、再調査の請求の処理を行うのは、調査あるいは処分を行った当事者である税
務署長だからです。当事者は証拠を持っていますから、不服申立て（再調査の請求）をされたと
きも、その証拠を見てすぐに判断ができるわけです。しかし、審判所は最初何も持っていません。
そこから双方から証拠等を集めて判断を行うということになりますので、１年以内というのを目
標にしております。事件全体の95％以上を１年以内に処理することを目標にしているのですが、
長い期間がかかる複雑なものもあります。
そのため、95％という目標については、平成28年度は達成できたのですが、平成26年度、27年
度については達成できておりませんでした。
処理の内容について話しますと、異議申立てでの認容割合（＝取消割合のこと）が減少して、
審査請求での取消割合が増加しているのがわかると思います。
これは、先程申し上げた制度の改正前は、異議申立てをしてから審査請求をするという２段階
になっていたものが、現在は８割方、直接審査請求をされているので、その影響もあって審査請
求での取消割合が少し増えているのではないかと考えております。しかし、両方を平均するとあ
まり変わらないというところです。
　概要については以上のとおりです。
　審判所は、今、民間の方々の力と国税の専門的な力を総合して適正で公正な判断をしていこうと
努力しているところです。今日の私の話を聴いて、将来、審判所での勤務を経験したいと心のどこ
かに持っていただければ幸いと思います。
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国
税
不
服
申
立
制
度
の
概
要
高
松
国
税
不
服
審
判
所
首
席
国
税
審
判
官
奥
田
芳
彦
平
成
29
年
11
月
18
日
岡
山
大
学
法
科
大
学
院
研
修
1
目
次
１
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国
税
不
服
審
判
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の
概
要
２
.  
国
税
不
服
申
立
制
度
の
概
要
３
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審
査
請
求
の
一
般
的
な
審
理
の
流
れ
４
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不
服
申
立
て
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状
況
等
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１
. 
国
税
不
服
審
判
所
の
概
要
国
税
に
関
す
る
法
律
に
基
づ
く処
分
（税
務
署
長
や
国
税
局
長
な
ど
が
行
っ
た
更
正
・
決
定
や
差
押
え
な
ど
）
に
つ
い
て
の
審
査
請
求
に
対
す
る
裁
決
を
行
う
機
関
（国
税
通
則
法
第
78
条
第
１
項
）
国
税
不
服
審
判
所
は
、
税
務
行
政
部
内
に
お
け
る
公
正
な
第
三
者
的
機
関
と
し
て
、
適
正
か
つ
迅
速
な
事
件
処
理
を
通
じ
て
、
納
税
者
の
正
当
な
権
利
利
益
の
救
済
を
図
る
と
と
も
に
、
税
務
行
政
の
適
正
な
運
営
の
確
保
に
資
す
る
こ
と
を
使
命
と
し
、
税
務
署
長
や
国
税
局
長
な
ど
と
審
査
請
求
人
と
の
間
に
立
つ
公
正
な
立
場
で
審
査
請
求
事
件
を
調
査
・審
理
し
て
裁
決
を
行
っ
て
い
ま
す
。
国
税
不
服
審
判
所
の
使
命
、
役
割
3
〔
国
税
庁
の
使
命
〕
「
納
税
者
の
自
発
的
な
納
税
義
務
の
履
行
を
適
正
か
つ
円
滑
に
実
現
す
る
」
・
適
正
申
告
の
実
現
に
努
め
る
と
と
も
に
、
申
告
が
適
正
で
な
い
と
認
め
ら
れ
る
納
税
者
に
対
し
て
は
的
確
な
調
査
・
指
導
を
実
施
す
る
こ
と
に
よ
り
誤
り
を
確
実
に
是
正
す
る
。
・
期
限
内
収
納
の
実
現
に
努
め
る
と
と
も
に
、
期
限
内
に
納
付
を
行
わ
な
い
納
税
者
に
対
し
て
滞
納
処
分
を
執
行
す
る
な
ど
に
よ
り
確
実
に
徴
収
す
る
。
➢
納
税
者
に
納
得
の
い
く裁
決
が
さ
れ
な
い
➢
国
税
庁
長
官
通
達
に
拘
束
さ
れ
る
➢
納
税
者
の
正
当
な
権
利
利
益
の
救
済
を
通
じ
、
我
が
国
の
申
告
納
税
制
度
の
定
着
と
そ
の
発
展
に
大
き
く貢
献
国
税
不
服
審
判
所
の
設
立
（沿
革
）
➢
シ
ャ
ウ
プ
勧
告
を
基
に
、
税
務
署
等
の
執
行
機
関
と
は
別
に
、
第
三
者
的
、
客
観
的
立
場
で
公
平
に
審
理
す
る
た
め
の
機
関
と
し
て
設
置
さ
れ
る
肯
定
的
な
意
見
新
し
い
異
議
審
理
機
構
に
つ
い
て
検
討
す
る
必
要
性
4
昭
和
25
年
「
協
議
団
」
の
設
置
批
判
的
な
意
見
「臨床法務研究」第21号
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＜
地
方
支
分
部
局
＞
＜
特
別
の
機
関
＞
＜
施
設
等
機
関
＞
執 行 部 門 裁 決 部 門
5
国
税
庁
の
特
別
の
機
関
国
税
庁
に
、
国
税
不
服
審
判
所
を
置
く
（財
務
省
設
置
法
第
22
条
）
・
東
京
（霞
が
関
）に
あ
る
本
部
国
税
不
服
審
判
所
の
長
は
、
国
税
不
服
審
判
所
長
と
し
、
国
税
庁
長
官
が
財
務
大
臣
の
承
認
を
受
け
て
、
任
命
す
る
（国
税
通
則
法
第
78
条
第
２
項
）
12
の
支
部
・・
・国
税
局
に
対
応
支
部
の
名
称
（例
）高
松
国
税
不
服
審
判
所
支
所
の
名
称
（例
）広
島
国
税
不
服
審
判
所
岡
山
支
所
国
税
局
国
税
事
務
所
税
務
署
国
税
庁
支
所
（
７
）
新
潟
、
長
野
、
横
浜
、
静
岡
、
京
都
、
神
戸
、
岡
山
本
部
支
部
（
12
）
札
幌
、
仙
台
、
関
東
信
越
、
東
京
、
金
沢
、
名
古
屋
、
大
阪
、
広
島
、
高
松
、
福
岡
、
熊
本
、
沖
縄
国
税
不
服
審
判
所
税
務
大
学
校
１
.
国
税
不
服
審
判
所
の
概
要
◎
争
点
主
義
的
運
営
国
税
不
服
審
判
所
は
、
審
査
請
求
人
と
処
分
を
行
っ
た
税
務
署
長
等
の
双
方
か
ら
事
実
関
係
や
主
張
を
聴
き
、
争
点
に
主
眼
を
置
い
た
調
査
・審
理
を
行
っ
て
い
ま
す
。
◎
公
正
な
審
理
国
税
不
服
審
判
所
長
が
行
う
審
査
請
求
に
対
す
る
裁
決
は
、
そ
れ
ぞ
れ
独
立
し
た
立
場
に
あ
る
３
名
以
上
の
国
税
審
判
官
等
（担
当
審
判
官
及
び
参
加
審
判
官
）で
構
成
す
る
合
議
体
の
議
決
に
基
づ
い
て
行
わ
れ
ま
す
。
国
税
不
服
審
判
所
長
や
東
京
支
部
、
大
阪
支
部
の
長
で
あ
る
首
席
国
税
審
判
官
な
ど
の
主
要
な
役
職
に
、
裁
判
官
や
検
察
官
の
職
に
あ
っ
た
者
を
任
用
し
て
い
ま
す
。
ま
た
、
国
税
審
判
官
に
は
、
弁
護
士
、
公
認
会
計
士
及
び
税
理
士
な
ど
の
職
に
あ
っ
た
民
間
の
専
門
家
も
任
用
し
て
お
り
、
合
議
体
を
構
成
す
る
国
税
審
判
官
の
半
数
程
度
が
こ
う
し
た
民
間
の
専
門
家
出
身
と
な
っ
て
お
り
ま
す
。
国
税
不
服
審
判
所
の
特
色
6
１
.
国
税
不
服
審
判
所
の
概
要
7
１
.
国
税
不
服
審
判
所
の
概
要
8
◎
特
定
任
期
付
職
員
と
は
・
国
税
不
服
審
判
所
に
提
出
さ
れ
た
審
査
請
求
事
件
の
調
査
、
審
理
等
に
従
事
す
る
幹
部
職
員
（国
税
審
判
官
）
・
原
則
と
し
て
各
年
７
月
10
日
か
ら
採
用
の
予
定
・
任
期
は
２
年
間
又
は
３
年
間
（更
新
の
可
能
性
あ
り
）
・
こ
れ
ま
で
の
募
集
人
員
は
各
年
15
名
程
度
・
弁
護
士
、
税
理
士
、
公
認
会
計
士
等
の
職
に
あ
っ
た
経
歴
を
有
す
る
者
で
、
国
税
に
関
す
る
学
識
経
験
を
有
す
る
こ
と
が
応
募
条
件
１
.
国
税
不
服
審
判
所
の
概
要
組織内弁護士研修講義録
－79－
◎
裁
決
は
行
政
部
内
の
最
終
判
断
裁
決
は
、
行
政
部
内
に
お
け
る
最
終
判
断
と
な
り
ま
す
。
し
た
が
っ
て
、
税
務
署
長
等
は
、
裁
決
の
内
容
を
不
服
と
し
て
訴
訟
を
提
起
す
る
こ
と
は
で
き
ま
せ
ん
。
ま
た
、
裁
決
は
、
税
務
署
長
等
が
行
っ
た
処
分
よ
り
審
査
請
求
人
に
と
っ
て
不
利
益
と
な
る
こ
と
は
あ
り
ま
せ
ん
。
◎
国
税
庁
長
官
通
達
に
拘
束
さ
れ
な
い
国
税
不
服
審
判
所
長
は
、
国
税
庁
長
官
通
達
に
示
さ
れ
た
法
令
解
釈
に
拘
束
さ
れ
る
こ
と
な
く裁
決
を
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。
国
税
不
服
審
判
所
の
特
色
9
１
. 
国
税
不
服
審
判
所
の
概
要
税
務
署
長
、
国
税
局
長
又
は
税
関
長
が
行
っ
た
処
分
国
税
不
服
審
判
所
長
に
対
す
る
審
査
請
求
登
録
免
許
税
、
自
動
車
重
量
税
に
つ
い
て
の
処
分
地
方
裁
判
所
へ
出
訴
３
か
月
以
内
税
務
署
長
、
国
税
局
長
又
は
税
関
長
に
対
す
る
再
調
査
の
請
求
決
定
選
択
６
か
月
以
内
＊
３
か
月
を
経
過
し
て
も
、
再
調
査
の
請
求
に
係
る
決
定
又
は
裁
決
が
な
い
場
合
に
は
、
そ
れ
ぞ
れ
再
調
査
の
請
求
に
つ
い
て
の
決
定
又
は
裁
決
を
経
な
い
で
、
審
査
請
求
又
は
訴
訟
を
す
る
こ
と
が
可
能
。
＊
＊
裁
決
10
２
. 
国
税
不
服
申
立
制
度
の
概
要
３
か
月
以
内
１
か
月
以
内
３
か
月
以
内
11
３
.①
審
査
請
求
の
一
般
的
な
審
理
の
流
れ
(1
)
国
税
不
服
審
判
所
審
査
請
求
書
（
正
本
・
副
本
）
審
査
請
求
書
（
正
本
・
副
本
）
審
査
請
求
書
（
副
本
）
原
処
分
庁
（税
務
署
長
等
）
審
査
請
求
人
収
受
担
当
審
判
官
等
の
指
定
の
通
知
担
当
審
判
官
等
の
指
定
の
通
知
答
弁
書
要
求
形
式
審
査
形
式
審
査
の
結
果
、
審
査
請
求
が
不
適
法
で
あ
っ
て
、
補
正
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
こ
と
が
明
ら
か
な
場
合
等
は
、
却
下
さ
れ
ま
す
。
担
当
審
判
官
等
の
指
定
提
出
送
付
通
知
通
知
補
正
等
の
求
め
１
２
２
12
３
.②
審
査
請
求
の
一
般
的
な
審
理
の
流
れ
(2
)
国
税
不
服
審
判
所
反
論
書
等
（
正
本
・
副
本
）
反
論
書
等
（
副
本
）
原
処
分
庁
（税
務
署
長
等
）
審
査
請
求
人
担
当
審
判
官
等
に
よ
る
調
査
・
審
理
、
合
議
提
出
提
出 送
付
答
弁
書
（
正
本
・
副
本
）
答
弁
書
（
正
本
・
副
本
）
提
出
答
弁
書
（
副
本
）
送
付
意
見
書
意
見
書
提
出
証
拠
書
類
等
（１
部
）
証
拠
書
類
等
（１
部
）
証
拠
書
類
等
（１
部
）
証
拠
書
類
等
（１
部
）
証
拠
書
類
等
（１
部
）
証
拠
書
類
等
（１
部
）
３
送
付 提
出
意
見
が
あ
る
場
合
反
論
が
あ
る
場
合
反 論 が あ る 場 合
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３
.③
審
査
請
求
の
一
般
的
な
審
理
の
流
れ
(3
) 原
処
分
庁
（税
務
署
長
等
）
審
査
請
求
人
裁
決
書
謄
本
審
理
手
続
の
終
結
通
知
送
付
送
達
審
理
手
続
の
終
結
通
知
担
当
審
判
官
等
に
よ
る
調
査
・
審
理
、
合
議
国
税
不
服
審
判
所
裁
決
書
謄
本
議
決
裁
決
８
７
７
書
類
等
の
閲
覧
・
写
し
の
交
付
請
求
書
類
等
の
閲
覧
・
写
し
の
交
付
請
求
６
６
質
問
・検
査
等
５
質
問
・検
査
等
５
口
頭
意
見
陳
述
申
立
て
４
口
頭
意
見
陳
述
時
の
原
処
分
庁
へ
の
質
問
４
３
.④
口
頭
意
見
陳
述
審
査
請
求
人
は
、
自
己
の
主
張
を
書
面
で
提
出
す
る
ほ
か
、
口
頭
で
意
見
を
述
べ
る
旨
（口
頭
意
見
陳
述
）の
申
立
て
を
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。
ま
た
、
口
頭
意
見
陳
述
の
場
に
は
原
処
分
庁
の
担
当
者
が
出
席
し
ま
す
の
で
、
審
査
請
求
人
は
、
そ
の
場
で
、
担
当
審
判
官
の
許
可
を
得
て
、
原
処
分
庁
の
担
当
者
に
質
問
を
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。
口
頭
意
見
陳
述
の
イ
メ
ー
ジ
質
問
回
答
意
見
陳
述
参
加
審
判
官
担
当
審
判
官
参
加
審
判
官
請
求
人
代
理
人
原
処
分
庁
職
員
14
３
.⑤
担
当
審
判
官
等
に
よ
る
質
問
・
検
査
審
理
を
行
う
た
め
必
要
が
あ
る
と
き
は
、
担
当
審
判
官
は
、
審
査
請
求
人
若
し
くは
原
処
分
庁
の
申
立
て
に
よ
り
、
又
は
職
権
で
、
審
査
請
求
人
、
原
処
分
庁
又
は
参
考
人
等
に
対
し
て
質
問
し
、
帳
簿
書
類
等
の
提
出
を
求
め
、
こ
れ
を
留
置
し
、
検
査
し
、
又
は
鑑
定
人
に
鑑
定
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。
15
３
.⑥
書
類
等
の
閲
覧
・
写
し
の
交
付
請
求
審
査
請
求
人
及
び
原
処
分
庁
は
、
双
方
が
そ
れ
ぞ
れ
審
判
所
に
任
意
で
提
出
し
た
証
拠
書
類
等
や
、
担
当
審
判
官
が
職
権
で
提
出
を
求
め
て
提
出
さ
れ
た
書
類
等
に
つ
い
て
、
閲
覧
及
び
写
し
の
交
付
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。
閲
覧
・
写
し
の
交
付
請
求
の
手
続
①
写
し
の
交
付
を
請
求
す
る
場
合
に
は
、
交
付
に
係
る
書
類
を
特
定
す
る
に
足
り
る
事
項
を
記
載
し
た
書
面
を
提
出
し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
②
書
類
等
の
写
し
の
交
付
を
受
け
る
場
合
に
は
、
用
紙
１
枚
に
つ
き
10
円
の
手
数
料
（収
入
印
紙
）が
か
か
り
ま
す
。
な
お
、
両
面
印
刷
す
る
場
合
に
は
、
片
面
を
１
枚
と
し
て
手
数
料
を
計
算
し
ま
す
。
③
書
類
等
の
閲
覧
の
際
に
、
当
該
書
類
の
カ
メ
ラ
等
に
よ
る
撮
影
も
可
能
で
す
。
④
担
当
審
判
官
は
、
第
三
者
の
利
益
を
害
す
る
お
そ
れ
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
、
そ
の
他
正
当
な
理
由
が
あ
る
と
き
で
な
け
れ
ば
、
閲
覧
・写
し
の
交
付
を
拒
む
こ
と
は
で
き
な
い
と
さ
れ
て
い
ま
す
。
16
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３
.⑦
審
理
手
続
の
終
結
１
．
担
当
審
判
官
は
、
必
要
な
審
理
を
終
え
た
と
認
め
る
と
き
に
は
、
審
理
手
続
を
終
結
し
ま
す
。
２
．
ま
た
、
上
記
１
の
場
合
の
ほ
か
、
担
当
審
判
官
は
、
次
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
と
き
に
は
、
審
理
手
続
を
終
結
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。
①
担
当
審
判
官
が
定
め
た
相
当
の
期
間
内
に
答
弁
書
、
反
論
書
及
び
証
拠
書
類
等
の
物
件
が
提
出
さ
れ
な
い
場
合
に
お
い
て
、
更
に
一
定
の
期
間
を
示
し
て
提
出
を
求
め
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
そ
の
期
間
内
に
物
件
が
提
出
さ
れ
な
か
っ
た
と
き
。
②
口
頭
意
見
陳
述
の
申
立
て
を
し
た
審
査
請
求
人
等
が
、
正
当
な
理
由
な
く、
口
頭
意
見
陳
述
に
出
頭
し
な
い
と
き
。
審
理
手
続
終
結
の
通
知
・
効
果
担
当
審
判
官
が
審
理
手
続
を
終
結
し
た
と
き
は
、
速
や
か
に
、
審
理
関
係
人
に
対
し
て
、
審
理
手
続
を
終
結
し
た
旨
を
通
知
し
ま
す
。
担
当
審
判
官
が
審
理
手
続
を
終
結
す
る
と
、
反
論
書
及
び
証
拠
書
類
等
の
提
出
、
口
頭
意
見
陳
述
の
申
立
て
、
閲
覧
・写
し
の
交
付
の
請
求
な
ど
の
行
為
を
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
こ
と
と
な
り
ま
す
。
17
３
.⑧
議
決
と
裁
決
審
理
が
終
了
す
る
と
、
合
議
体
を
構
成
す
る
担
当
審
判
官
と
参
加
審
判
官
は
、
合
議
に
よ
り
審
査
請
求
に
対
す
る
結
論
（「
議
決
」と
い
い
ま
す
。
）
を
出
し
ま
す
。
国
税
不
服
審
判
所
長
は
、
そ
の
議
決
に
基
づ
い
て
、
裁
決
を
行
い
ま
す
。
裁
決
の
内
容
は
、
「裁
決
書
謄
本
」に
よ
り
審
査
請
求
人
と
原
処
分
庁
の
双
方
に
通
知
さ
れ
ま
す
。
裁
決
の
内
容
と
種
類
・
審
査
請
求
に
理
由
が
あ
る
と
き
・・
・・
・・
・・
全
部
若
し
くは
一
部
の
取
消
し
、
又
は
変
更
・
審
査
請
求
に
理
由
が
な
い
と
き
・・
・・
・・
・・
棄
却
・
審
査
請
求
が
不
適
法
な
と
き
・・
・・
・・
・・
・・
却
下
※
審
査
請
求
人
に
と
っ
て
、
原
処
分
庁
が
行
っ
た
処
分
よ
り
不
利
益
に
な
る
こ
と
は
あ
り
ま
せ
ん
。 18
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不
服
申
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の
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況
等
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28
年
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4.
5%
で
受
け
入
